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平成30年４月から
年金額の改定ルールが見直されます

　年金額は、毎年４月に物価や現役世代の賃金の変動率に応じて改定することとされています。
　また、平成 16 年度からは、少子高齢化による年金財政の悪化に対応し、年金財政における負担と給付の均衡を図るため、
現役世代の減少と平均余命の伸びに応じて年金の改定率を抑制する「マクロ経済スライド」が導入され、図１「マクロ経済ス
ライドによる調整方法」のとおり調整されています。
　このマクロ経済スライドによる調整について、本年４月からは、景気後退期においても年金受給者の年金額を維持し、景気
回復期にその未調整分を調整する仕組みが導入されます。具体的には以下のとおりとなり、図１「マクロ経済スライドによる
調整方法」のⅡ、Ⅲの場合のようにマクロ経済スライドにおいて未調整となった部分が発生する場合、その未調整分を翌年度
以降にキャリーオーバーし、景気回復期に当年度分の調整に加え、図２「改正後のキャリーオーバー制度」のとおり、キャリー
オーバーした未調整分をあわせて調整することとされました。

調整率を控除しても年金額の改定
率がプラスになる場合、スライド調
整率を控除した率を改定率とする。

調整率を控除すると年金額の改定率がマ
イナスになる場合、前年度の額を維持す
るため、改定率が０になるまで調整率を
控除する。

物価・賃金による改定率がマイナスにな
る場合、その分のみが改定率となり、調
整率は控除しない。

図１  マクロ経済スライドによる調整方法

図２  改正後の未調整分キャリーオーバー

Ⅰ　完全調整の場合

景気後退期（図１のⅡの場合） 景気回復期

Ⅱ　部分調整の場合 Ⅲ　調整を行わない場合
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